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ジェイブリッド円ヘッジありコースの基準価額が10,000円を回復 
～ ハイブリッド証券の相対的に高い利回りという『時間が味方になる収入源』が基準価額の安定性と回復力に寄与 ～ 

 日本金融ハイブリッド証券オープン(毎月分配型)円ヘッジありコース(以下、当ファンド)の基準価額
が10,000円を回復しました(2017年5月10日時点)。 また、4月には30円お支払いしている分配
金の設定来累計額は現時点で1,285円に達しています。 
 当ファンドが組み入れているハイブリッド証券の利回りは足元で4.1％程度となっています。主に利回
りからのインカム収入がお支払いしている分配金のみならず、為替ヘッジコストや信託報酬といった基準
価額の下落要因を賄う形となっています。また、米国金利の急上昇時には一時的にマイナスの影響を
受ける傾向にある債券価格も足元では落ち着いており、現在の米国利上げペースや信用リスク状況
を鑑みると、今後も比較的安定的な基準価額の推移が期待されます。 

~

分配金 ▲1,285

【　基準価額の変動要因分析：日本金融ハイブリッド証券オープン(毎月分配型)円ヘッジありコース　】

寄与度(円)

ハイブリッド証券 +1,807

うちインカム収入 +1,497

うち価格変化等 +309

為替ヘッジコスト ▲287

信託報酬 ▲339

その他 +104

基準価額の変動幅 +0

※当資料の要因分析は簡便法に基づく概算値であり、実際の基準価額の変動を正確に説明するものではありません。あくまで傾向を知るための参考値としてご
覧ください。また、計算式や分類等は過去に遡って予告なく変更される場合があります。
※表示桁未満の四捨五入等の関係で各欄の数値の合計が寄与度の数値と合わないことがあります。
※過去のデータに基づいて作成したものであり、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

【参考】
基準価額(税引前分配
金再投資)の変動幅

+1,337

・出所:    Bloomberg等より作成
・期間: 2013年8月29日 2017年5月10日
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当資料は損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社（以下、弊社）により作成された販売用資料であり、
法令に基づく開示書類ではありません。投資信託は金融機関の預金と異なりリスクを含む商品であり、運用実績は
市場環境等により変動します。したがって、元本、分配金の保証はありません。信託財産に生じた利益および損失は、
すべて受益者に帰属します。投資信託は、預金や保険契約と異なり、預金保険・保険契約者保護機構の保護の
対象ではありません。証券会社以外の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の保護の
対象ではありません。当資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性
や完全性を保証するものではありません。当資料に記載された意見等は予告なしに変更する場合があります。また、
将来の市場環境の変動等により、当該運用方針が変更される場合があります。投資信託の設定・運用は委託会
社が行います。お申込みの際には、投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、
詳細をご確認の上、お客さま自身でご判断ください。なお、お客さまへの投資信託説明書（交付目論見書）の提
供は、販売会社において行います。 

■販売会社（順不同、○は加入協会を表す）（2017年4月末現在）

販売会社名 区分 登録番号 日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資顧問

業協会

一般社団法人
金融先物取引

業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

備考

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○
ＰＷＭ日本証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第50号 ○
カブドットコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○
極東証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第65号 ○ ○
あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第67号 ○ ○
東洋証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第121号 ○
第四証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第128号 ○
株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第170号 ○
楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○
今村証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長(金商)第3号 ○
髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第20号 ○
西村証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第26号 ○
ひろぎんウツミ屋証券株式会社
 (2017年6月1日より「ひろぎん証券株式会社」となりま
す）

金融商品取引業者 中国財務局長(金商)第20号 ○

香川証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長(金商)第3号 ○

株式会社大東銀行 (円ヘッジありコースのみのお取扱いと
なります） 登録金融機関 東北財務局長(登金)第17号 ○

株式会社常陽銀行 (円ヘッジなしコースのみのお取扱いと
なります） 登録金融機関 関東財務局長(登金)第45号 ○ ○

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第3号 ○ ○
株式会社鳥取銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第3号 ○

＜備考欄の表示について＞ ＜ご留意事項＞
※１　記載の日付より新規お取扱いを開始します。 ・上記掲載の販売会社は、今後変更となる場合があります。
※２　記載の日付以降の新規お取扱いを行いません。 ・上記掲載以外の販売会社において、お取扱いを行っている場合があります。
※３　新規のお取扱いを行っておりません。 ・詳細は販売会社または委託会社までお問い合わせください。
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